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国土の安全と安心を実現する
専門技術者集団として新たな価値を作り出し、
社会から信頼される企業を目指します。

経営理念

新たな価値に
挑戦し

創造し続ける

ステークホルダーの皆様には、平素より格別のご理解とご支援を
賜り、心から御礼申し上げます。

当社のCSRに対する考え方や取り組みをご説明するため『CSRレ
ポート2015』を発刊いたしました。ぜひご一読いただきたくお願い
申し上げます。

ライト工業は、グループ各社の全ての活動の指針である『経営理念』、
グループの役職員が判断し行動すべき基準である『行動規範』を
制定しております。

グループのCSR活動も『経営理念』『行動規範』を踏まえて進めて
まいります。

当社は、1943年（昭和18年）に秋田県で創業した上條防水工業所を
前身とし、70年の歴史を有する特殊土木事業をはじめ、建築事業など
の新たな事業に取り組むとともに、米国・東南アジアなどグローバルに
事業を展開しています。

私たちは『新たな価値に挑戦し、創造し続ける』という経営理念の
もと創業以来、特殊技術の開発、導入を積極的に進め、特殊土木分野
において国土の防災やインフラ整備を通じ、社会に大きく貢献して
まいりました。

私たち建設業を取り巻く社会は時代とともに大きく変化をしており、
エネルギー・環境問題や震災復興などの社会的課題への対応や企業
活動のグローバル化など、当社が取り組むべき課題も絶えず変化
し続けております。

そのような環境の中、永年蓄積した豊富な経験と確かな技術のもと、
社会に貢献していくことを変わることのない使命と深く認識すると
ともに、企業としての将来価値は、常に新たな挑戦の中からしか
生まれないと捉え、新しい事業領域への挑戦、新技術の開発等を通じ、
強く豊かな国土形成に貢献し、サステナブル社会を実現することで
日本から世界、そして地球の未来へとつながる企業活動に積極的に
取り組んでまいります。

代表取締役社長

鈴木 和夫

企業の社会的責任に対する社員意識の向上を促し、日々
の生産活動において自己が行うべき責務を社員自らが判
断し、責任感を持って社会の一員として業務を行います。

	企業の存在は持続可能な社会のもとで成り立っている
ことを十分に理解し、社会に積極的に貢献するとともに
地球環境の保全を行いグローバル企業としての責任を
果たします。

事業活動におけるあらゆる場面で人権を尊重するととも
に、ステークホルダーとの対話の機会を重視し、説明責任
を果たします。
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　当社は、経営理念に掲げる「新たな価値に挑戦し、創造し続ける」
を具現化するために、CSRの各分野に関する基本方針を制定・公開し
ています。社内外に有言実行の姿勢を示すことで、社員の意識を継続
的に高め、ステークホルダーから信頼される会社、社員自身が誇れ
る会社を目指します。

経営理念・価値基準とCSR基本方針の関係

「CSR基本方針」は、「経営理念」を指標に従業員が
行うべき行動原則の基本となるものです。社会に
対し当社社員が成すべき方向性を示し、企業倫理
としても機能しています。

	「ライト工業グループ行動規範」はCSRに関する
詳細な規範を定めたものです。各種社内基準や
ルールとともに「行動規範」はライト工業グループ
の役職員として遵守すべき基準です。

	法令・規則は、企業活動を行う上で最も基本的な、
遵守すべきルールです。

経営理念

CSR基本方針

行動規範

法令・規則

経営理念は、ライト工業株式会社が行う全ての企業
活動の指針であり、CSR活動の原点でもあります。
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ライト工業の事業
ライト工業の事業

土 木

海 外

安全で安心な強い国土創りに貢献します。

国土を守る
プロフェッショナル

　国内で培った豊富な経験に基づくノ
ウハウと、高度な独自技術を駆使して、
アジア、北米、アフリカ地域など、数
多くのプロジェクトに携わり、グロー
バルに事業を展開しています。
　これからも、現地ニーズに合った
工法と技術で世界に貢献してまいり
ます。

高度な技術を駆使して、
世界に貢献しています。

安心できるくらしを支える地盤改良技術
　当社の都市土木技術は、軟弱な地盤を改良することで
災害に強い都市創りに貢献しています。また、特定有害
物質や放射性物質などで汚染された土壌を浄化・除去に
も取り組み、人々の快適な生活環境の保全に努めています。
　こうした技術によって、多様化するニーズに応え、人々
の安心できるくらしを支えています。

都市土木技術

安全なくらしを守る斜面防災技術
　当社では、防災技術において「のり面・斜面の災害防止
・防除と自然環境の保全・再生を実現する」および「構造
物を補修・補強することで将来にわたる価値を創造する」
ことを重要視しています。
　当社の防災技術は、自然災害に強いしなやかな国土形
成や持続可能な社会資本の形成・保全に貢献しています。

防災技術

当社は、斜面対策工事や地盤改良工事など、
わが国の特殊土木を70年以上にわたって力強くリードしてきた専門技術者集団です。
安全な社会資本の形成に貢献する土木事業を基幹に、建築事業ならびに海外事業へも事業領域を拡大。
卓越した独自技術を駆使して、安全・安心な国土づくりと豊かで快適なくらしづくりに取り組んでいます。

建 築
　2008年からスタートした建築事業は
当社の新たなフィールドです。
　専門知識、技術力、マネジメント力
をもって、マンションやオフィス、工場
など、設計から施工まで付加価値の高い
提案でお客様の様々なニーズにお応え
してまいります。

お客様のニーズに合わせて、
高い品質と責任ある施工をお約束します。
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研究・開発

ICT、CIMを適用した地盤改良の品質、
出来形可視化システム

ドローンを利用した
空中撮影・画像処理技術

のり面の機械化吹付け工法

　3D-ViMaシステムは、国土交通省が推進するCIM
（Construction Information Modeling）に対応した
システムです。地盤改良の施工管理において情報化
施工に対応したことで、施工の効率化・安全性の向
上を実現しました。また、計画から施工完了まで
の情報を属性データとして3次元で一元管理する
ことで施工品質・出来形を誰もが理解しやすい形で
見える化し、提供することが可能となりました。
施工プロセスのトレーサビリティを明確にし、竣工
検査の簡素化と機械攪拌式地盤改良の施工品質向上
につなげていきます。

　Robo-Shotは、吹付けの分野でも課題となっ
ている作業員の高齢化や熟練工の減少を解決す
べく、開発した機械化吹付けシステムです。通常、
人間が斜面上で行う吹付け作業を無線操作によ
るロボット作業とし、大量吐出を可能としました。
これにより安全性向上、工期短縮やコスト縮減
を図れます。
　本工法は、第27回日本建設機械施工大賞にお
ける『選考委員会賞』受賞技術です。

　当社は、2005年度から空中撮影技術の開発に
取り組み、2006年には道路に点在する複数の
のり面構造物の表面変状調査や熱赤外線空洞
調査を空から一括調査診断できるイーグルアイ・
ムーフィックスを開発しました。2014年には
バルーンに替わる新たな撮影技術としてドローン
を導入し、効率的な撮影が可能となりました。
　のり面の老朽化診断だけでなく、人が立ち入る
ことが困難な土砂災害発生時の初期調査などに
も利用可能な技術です。

3D-ViMaシステム

Robo-Shot

RaPegas

研究・開発

時代の要求を先取りした独自技術を開発し、
新しい技術を社会に提供していきます。

　防災・再生土木に関わる既存技術の成長や進化を着実に行うとともに、「機械化・自動化」や「専門性の一般化」
という新たな時代の要請にも応えていくことで、安全・安心な社会形成に貢献し、企業価値を高めていきます。
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安全・衛生

安全衛生方針

労働安全衛生マネジメントシステム 安全成績

１．「人命尊重・安全第一」を基本理念として災害のない安全でより信頼される企業を目指す。
２．「労働安全衛生マネジメントシステム」の活発な運用による安全で安心して働ける快適な職場
環境の形成を目指す。

３．労働安全衛生に関する法令、通達、指針、社内規定等を順守する。
４．職員及び協力会社に対し安全衛生管理方針及び安全衛生管理計画を周知徹底するとともに、
安全衛生教育の充実、強化を図り、協力会社と一体となって安全衛生数値目標の達成を目指す。

2015年度安全衛生方針

　期初に全社の安全衛生管理方針、安全衛生数値目標を定め、それに基づき、店社、作業所の安全衛生数値目標、目標
達成方策を定めた計画を策定し、活動を展開しています。

　当社の労働安全衛生マネジメントシステムは、国際規格の「OHSAS 18001：2007」の規格要求事項、および
計画(Plan)－実行(Do)－点検(Check)－改善(Action)のサイクルを回すことで、職場における労働安全衛生レベルを
継続的に改善、向上させる仕組みを構築し、全社で活動を展開しています。

　当社の安全成績は、近年、死亡災害ゼロを継続し、度数
率（※1）も毎年、前年度を下回る成績を継続しています。

（2014年度　度数率0.48（※2））

（※1）	 度数率とは、延べ労働時間100万時間あたりの災害発生件数
（※2）	‌� 全国の総合工事業（工事現場）の度数率：0.91
	 (厚生労働省「平成26年安全の指標」より)認証範囲

認証番号 MSA-SS-123

土木構造物及び建築物の設計、
施工並びに除染業務

認証日 2010年11月26日
変更日 2014年10月27日
有効期限 2016年11月25日
適用規格 OHSAS 18001：2007
審査登録機関 （株）マネジメントシステム評価センター

認証範囲に含まれる組織
本社：千代田区九段北4-2-35
宇都宮機材センター、技術研究所、北海道統括支店、東北統括支店、関東支社、
関越統括支店、中部統括支店、西日本支社、九州統括支店、福島事業所

OHSAS18001認証登録

安全・衛生

組織的・体系的な安全衛生活動を展開し、
安全で快適な職場環境の向上に努めています。

　労働安全衛生においては、労働災害を絶滅・減少させることを目的に「リスクアセスメント」、「労働マネジ
メントシステム」などの考え方、手法を取り入れた「ライト工業労働安全衛生マネジメントシステム」を導入
し、日々運用しています。組織的・体系的な安全衛生活動を全社で推進することで、安全で快適な職場環境を
形成し、社会的に信頼される企業を目指しています。

2015年度安全衛生数値目標
１. 死亡災害ゼロの継続　　２. 重大災害（障害等級７級以上）の絶滅　　３. 度数率0.47以下

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度上期

0.63
0.59 0.48

0.18

1.08

度数率の推移

社外からの評価
　毎年、国や地方自治体等の注文者から多数の表彰状、
感謝状をいただいています。
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環境緑化

土壌汚染対策

農地除染技術

　建設事業では、元の地形を改変する行為が発生することが
あります。地形の改変に伴って失われた緑を復元する工事も
手がけています。その際に使用する材料は、建設時に発生す
る伐採木をチップや堆肥化物にして有効利用する、資源循環・
自然との共生を図る環境配慮型の技術も保有しております。

　当社は、2013年10月に発生した伊豆大島での土石流災害の
復興に関わる事業を行っております。
　被災された地域において事業活動を行いながら、地域の方々
とともに復興に向かっていくために、子供たちが通う保育園にて
とり行われる行事に参加させていただいております。
　具体的には、運動会でのテント設営やクリスマスパーティー
での出し物などを行っています。
　島全体の復興を行っていく上で地域の方々に対して少しでも
力になれればという思いから、作業所長が始めたものです。

　2012年6月、宇都宮大学工学部建築学科に対しマンション新
築工事の現場見学会を開催いたしました。これは、同校の入江
康隆准教授（当時）より「施工中の現場を学生たちに見学させ
たい」とのお申し出をいただき、実施したものです。
　安全面を考慮して、支保工の取れた部分から下階に下りてい
く経路で、躯体の断熱構造、間仕切り下地の施工、置床の施工、
ボード張りの施工などの状況を4班に分かれて見学しました。
内装工程を追って見ることにより、頭の中で想像していたこと
と実際の違いに驚く学生もいらっしゃったようです。

　2003年に土壌汚染の対策に関わる法律として、土壌汚染
対策法が施行され、多くの地域で条例等も施行されています。
当社は、土壌汚染調査に関する調査計画の立案から調査の
実施、結果の解析まで行っています。
　さらに、その後の評価、最適な浄化対策の立案、施工を含
めて総合的に行う土壌汚染対策技術を開発・保有しております。

　放射性物質で汚染された農地表土の削り取り技術の開発を、
2011年7月以降、国立研究開発法人農研機構農村工学研究
所と共同で実施し、その知見と技術を応用した除染作業を
国の特別除染地域で行っています。特に日本の農地の物理的
特性や削り取り土の粉塵飛散防止を考慮した装備、削り取り
厚さの自動管理機能等を備えた小型除染専用機は、安全で
効率的に表土を削り取ることが可能な能力を有しています。

被災地復興と地域との交流

地域の学生による現場見学

環境保護活動 チャリティ・社会貢献活動

環境配慮型の施工技術を通じて、
地球環境に貢献していきます。

地域社会との協調を図り、
地域社会の発展と安全・安心に寄与します。

　当社は、建設企業として地球環境を大切にし、資源の有効活用、リサイクル、省エネルギーに積極的に取り
組んでおります。
　安全で環境負荷の少ない工法を開発・提供し、お客様をはじめとして広く社会の皆様に信頼いただける社会
にとって価値のある会社であり続けることを目標としております。

　当社は、事業活動を通じて地域社会との協調を図り、地域の自治体、学校、NPOなどのステークホルダー
との対話を通じて、各事業所における地域社会とのコミュニケーション、学会や教育機関への人的貢献などを
通して未来への人材育成と地域の発展に貢献していきます。
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チャリティ・社会貢献活動

　2015年7月、グループ会社の株式会社東北リアライズが
塩竈市の桂島で海岸清掃ボランティアを行いました。
　梅雨晴れの中、同社社長、社員に加え協力会社も参加し、
ゴミ拾いを行いました。
　桂島区長からは、「震災前200人いた島民が、震災で120
人まで減少するなど島は大変厳しい状況で、人手を貸して
もらえるのは非常にありがたい」とのお言葉をいただきま
した。

　中部統括支店では2013年4月より、犯罪のない安全なまち
づくりと交通安全の推進を愛知県と連携して行う企業として、

「愛知県安全なまちづくり・交通安全パートナーシップ企業」
に登録しています。
　県が示すパートナーシップ参加プログラムに基づき、安全
なまちづくり活動と交通安全活動の両方を自主的かつ積極的
に行い、地域における交通安全活動については、「交通事故
死ゼロの日」に、社員による立番活動、街頭啓発活動等を継
続的に実施しています。また、社員に対する交通安全教育を
実施するなど、行政や警察に協力しています。

　2010年10月から社内有志による活動で、そのまま捨て
ればゴミとして処分されてしまうペットボトルキャップの
分別回収を行っています。
　回収されたキャップは資源として売却され、その収益の
一部が「認定NPO法人　世界の子どもにワクチンを日本委
員会(JCV)」を通じて世界で苦しむ子どもたちにワクチンと
して届けられます。
　一人でも多くの子どもたちに届けられるよう、全社員お
よび関係者に呼びかけを実施し、現在までに当社が回収し
た累計個数は59,256個、78.7人分のワクチンに相当する
キャップを提供することができました。
　この活動は、環境・資源・福祉といった社会貢献にも
つながる取り組みであるため、今後もこの活動を継続して
まいります。

　2015年7月、シンガポール営業所において少年野球大会
のスポンサーとして寄付を実施しました。
　今後も事業所において各種スポーツおよび学術振興等
に様々な形で関与し、グローバルに地域との交流を図り、
ステークホルダーの皆様と共存していく考えです。

桂島海水浴場清掃活動 パートナーシップ企業登録

エコキャップ運動への参加海外事業所でのスポーツ振興

チャリティ・社会貢献活動

地域の皆様とともに、
暮らしやすい社会の実現を目指します。
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コーポレート・ガバナンス コンプライアンス

　取締役会は８名の取締役（うち社外取締役１名）で
構成され、原則として毎月１回の取締役会と必要に応
じて臨時取締役会を開催し、経営の重要事項について
の意思決定を行うとともに、経営の監視・監督機関と
して、各取締役の職務執行状況の監督を行っています。
　取締役会の開催時に併せて、社長・経営幹部等と社
外役員との懇談会（意見交換）を行い、経営判断の客
観性の向上、監視機能の強化を図っております。
　当社の社外取締役は、会計の専門家として高い見識
と豊富な実務経験を有しており、社外取締役として公
正な立場で意思決定に参加しております。
　また、一般株主と利益相反の生じる恐れはない独立
性を有する社外取締役として適任であります。
　取締役の報酬は、社外取締役が委員長を務める報酬
委員会で決定しております。
　監査役会は常勤監査役1名と社外監査役2名で構成す
るとともに、監査役は取締役会をはじめとする社内の
重要な会議に出席し、取締役の職務執行状況を監査し
経営の健全性・透明性の確保に努めております。
　また、代表取締役と監査役は相互の意思疎通を図る
ため、重要な課題や経営情報などを共有する機会を持
ち意見交換を行っております。

　当社は、「コンプライアンス基本方針」及び「ライト工業グループ行動規範」を定め、ライト工業及びグループ会社
の役職員全員に小冊子にして配布し、日々の業務におけるコンプライアンスの徹底を図っています。
　ライト工業役職員に対してのコンプライアンス教育は、法令遵守や企業倫理についての教育を行っているほか、建設
業法、建築基準法、労働安全衛生法、情報漏洩防止、インサイダー取引防止等の教育を職種別・部門別にプログラム
を設けて行っています。
　なお、コンプライアンスに関する懸念事案が発生した際は、その都度役職員に対して教育を行い、コンプライアンス
に関する意識の向上に努め、再発防止を図ってまいります。

　ライト工業グループは、発注者及び協力業者等取引
業者と公正な取引を実施するため、独占禁止法、建設
業法等法令の理解を深めることに努めています。
　ライト工業グループ役職員が、業務遂行する上で遵
守行動すべき基本的な事項を行動規範に定めており、
公正な取引の徹底を図っております。

　会計監査につきましては、連結財務諸表及び個別財
務諸表について当社の会計監査人である監査法人より
監査を受けており、当社と同監査法人又は当社監査に
従事する監査法人の業務執行社員との間には特別な利
害関係はありません。

コーポレート・ガバナンス体制 コンプライアンス教育

公正な取引

各事業部門・グループ会社

選任／解任

内部監査

解任
会計監査

監査

報告

報告

報告

報告

指示

指示・監督

監査

選任／解任

選任／解任

選定・解職・監督

選任／解任

内部統制監査

株主総会

代表取締役

執行役員

会計監査人

監査役会

監査室
監査役会事務局

危機管理委員会
法令遵守推進委員会

取締役会

顧問
弁護士

本部長会議

助言

コーポレート・ガバナンス基本方針 コンプライアンス基本方針

　当社グループは、「顧客、株主、社員をはじめ関係するすべての人々の繁栄を図る」という経営の基本
方針を実現するために会社の経営機構やシステムを常に健全に保つことをコーポレート・ガバナンスの
基本的な方針としております。

会社の経営機構やシステムを健全に保つことを
企業統治の基本方針としています。

コンプライアンス教育の充実化と
公正な取引の徹底に努めています。

１．法令その他の社会的規範を遵守し、公正で健全な企業活動を行う。
２．地域社会に貢献する「良き企業市民」たることを目指す。
３．地球環境の保全と豊かで住みやすい社会づくりに貢献する。



14 15

リスクマネジメント 人権・労働慣行

　事業継続計画（BCP：Business Continuity Plan）は、大災害が発生した場合でも混乱なく、その影響も最小限に
して当社の業務が継続または速やかに再開できること、さらに大災害発生後の復旧・復興時には当社の技術力等
の活用を通じて社会に大きく貢献できることを目的として、当社の体制や役職員の行うべき事項等を定めるものです。
なお、この計画は原則として毎年4月に点検・見直しをし、事業継続力の維持・向上に努めています。

情報セキュリティの強化
　当社は、情報管理規程に基づき全社を挙げて情報セ
キュリティにおけるリスク管理に努めています。社内
情報や機密情報の漏洩防止に関する具体的な対策に
ついては、「情報漏洩防止マニュアル」を作成し、グループ
会社を含む役職員に周知徹底することで情報漏洩の防
止に対するセキュリティレベルの向上を図っています。

人権の尊重に関する行動規範
　「ライト工業グループ行動規範」において、「役職員
等は、社内においても、社外においても、基本的人権
を尊重し、性別、国籍、人種、宗教、社会的身分、身
体上の理由等による差別を行ってはならない。」と人権
を尊重するための行動規範を定めています。

　当社では、性別・国籍・人種などに関わらず、グローバルに活躍するための多様な価値観を持ち、広い視点で物事を
捉えられる人材の育成に努めています。
　経営理念である「新たな価値に挑戦し、創造し続ける」のもと、従業員一人ひとりが成長し、その能力を最大限発揮
できる環境を作ることが経営の重要課題と捉えています。その認識を踏まえ、従業員の能力開発支援の強化に取り
組んでいます。

１.	役職員（家族含む）、来訪者、工事の従事者等の生命・身体の安全確保を最優先とする。

２.	地域・関係者への配慮を十分に行いつつ、当社の施工した被災箇所の早期復旧及び二次災害の発生拡大の防止
に努める。

３.	取引先の復旧活動等を支援する。

４.	当社が保有している技術力を十分活用することにより、被災地と連携して救助・復旧活動に努める。

５.	大災害の発生時には、全社一体となって1.〜4.の活動を行い、その活動を通じて、取引先や社会からよりいっ
そう信頼される企業を目指す。

◦導入時研修
◦現場実習（OJT）
◦技術研修（施工技術系）
◦営業担当者研修（営業系）
◦管理者研修
◦技術士、施工管理技士など各種資格取得用研修

個人情報の管理
　当社では、業務上取り扱うお客様・取引関係者・従
業員などの個人情報について、個人情報保護に関する
法令およびその他の規範を遵守し、かつ取り扱いに関
するルールや体制を確立し、個人情報を適切に管理し
ています。

ワークライフバランス
　当社では、働きやすい環境を整備し、仕事と生活の
調和が図れるように「ワークライフバランス」の実現
に向けた取り組みとして、①育児休業および育児時短
勤務、介護休業など制度の整備と充実、②時間外労働
時間の削減を推進しています。
　また、年末年始休暇や夏季休暇の期間に関しては、
計画的な有給休暇の取得を奨励し、連続休暇とするこ
とで心身の休息、リフレッシュを行い業務の効率化が
図られ、ワークライフバランスの実現につながるよう
取り組んでいます。

BCP（事業継続計画）

情報セキュリティ

人権の尊重

人材の育成

BCP基本方針

教育・研修プログラムの例

事業活動の永続性を確保するため、
リスク管理体制の高度化に注力しています。

働きやすい環境の整備と
従業員の能力開発強化に取り組んでいます。

　ライト工業は、BCP（事業継続計画）から情報セキュリティまで、経営のあらゆる領域において万全の
リスク管理体制を構築し、健全かつ永続的な企業活動の実現を目指しています。

　従業員一人ひとりが着実に成長し、その能力を最大限発揮できるよう、ワークライフバランスの実現に
向けた取り組みや、能力開発支援の強化に取り組んでいます。
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品質管理

17

自然との共生を基本とする高度な建設技術の開発と
丁寧な運用を通して、当社品質への信頼性を高め、
人々が安心して暮らせる社会の発展に貢献する。

１．安心して暮らせる社会の構築
２．自然との共生
３．品質への信頼性確保

　より良い品質を実現させるための取り組みとして、
当社が最重要視しているのが、高品質を達成すること
が可能となる建設技術の活用とその丁寧な運用です。
　実際の施工により集積されたデータをもとに、建設
技術を開発、改良していくことで、様々な条件にある
職場において、より良い品質を得られるよう常に努め
ています。

品質方針 品質向上への取り組み

品質管理

第５-２回サーベイランス
　2015年9月8日～9月11日に「第5-2回サーベイランス」を受審し2015年10月22日に継続承認されました。

当社品質への信頼をさらに高めるため、
自然との共生を基本とする高度な建設技術の開発と
丁寧な運用に取り組んでいます。

　安全で安心できる高品質の構造物の建設を通じて、国土保全、社会の発展の一翼を担うため、自然との共生
を基本とする高度な技術の開発と、その丁寧な運用により、常に品質の維持、向上に努め、より信頼される企
業を目指しています。

認証範囲
認証番号 MSA-QS-200

土木構造物及び建築物の設計、
施工並びに除染業務

認証日 1999年3月18日
変更日 2014年10月28日
有効期限 2016年11月28日

認証範囲 28 建設
34 エンジニアリング、研究開発

適用規格 JIS Q 9001:2008 (ISO 9001:2008)
審査登録機関 （株）マネジメントシステム評価センター

認証範囲に含まれる組織
本社：千代田区九段北4-2-35
宇都宮機材センター、技術研究所、北海道統括支店、東北統括支店、関東支社、
関越統括支店、中部統括支店、西日本支社、九州統括支店、福島事業所

品質マネジメントシステム
　当社の品質マネジメントシステムは、国際規格の「ISO 9001：2008」の規格要求事項、計画(Plan)－実行(Do)－点検
(Check)－改善(Action)のサイクルを回すことで、成果品の品質管理を継続的に改善させる仕組みを構築し、1999年
3月18日に認証され、全社で活動を展開しています。

ISO9001認証登録
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財務データ

連結損益計算書（要旨）

連結キャッシュ・フロー計算書（要旨） 連結包括利益計算書

連結貸借対照表（要旨）

連結工種別受注高 受注高

（百万円）

� 期　別
科　目

前　期
2014年3月31日現在

当　期
2015年3月31日現在

資産の部

流動資産 51,400 53,829
固定資産 20,100 21,861

有形固定資産 13,171 14,935
無形固定資産 126 124
投資その他の資産 6,802 6,802

資産合計 71,500 75,691
負債の部

流動負債 31,783 31,711
固定負債 3,913 2,348
負債合計 35,697 34,059
純資産の部

株主資本 37,280 42,040
その他の包括利益累計額 △�1,477 △� 409
純資産合計 35,803 41,631
負債・純資産合計 71,500 75,691

（百万円）

（百万円） （百万円）

（百万円）

（%）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（人）

（百万円）

（百万円） （百万円）

� 期　別
科　目

前　期
2013年4月1日から
2014年3月31日まで

当　期
2014年4月1日から
2015年3月31日まで

売上高 92,698 85,648

　売上原価 78,749 70,307

売上総利益 13,948 15,341

　販売費及び一般管理費 7,366 8,263

営業利益 6,581 7,078

　営業外収益 347 470

　営業外費用 180 184

経常利益 6,748 7,364

　特別利益 10 214

　特別損失 66 188

税金等調整前当期純利益 6,692 7,389

　法人税等 2,718 2,786

　少数株主損益調整前当期純利益 3,973 4,602

当期純利益 3,973 4,602

� 期　別
科　目

前　期
2013年4月1日から
2014年3月31日まで

当　期
2014年4月1日から
2015年3月31日まで

営業活動による
キャッシュ・フロー 1,323 9,284
投資活動による
キャッシュ・フロー △�1,801 △�2,988

財務活動による
キャッシュ・フロー △� 394 △�1,315

現金及び現金同等物に係る
換算差額 204 362

現金及び現金同等物の増減額
（△は減少） △� 666 5,343

現金及び現金同等物の
期首残高 12,766 12,099

現金及び現金同等物の
期末残高 12,099 17,443

� 期　別
科　目

前　期
2013年4月1日から
2014年3月31日まで

当　期
2014年4月1日から
2015年3月31日まで

少数株主損益調整前
当期純利益 3,973 4,602

その他の包括利益 545 1,078

　その他有価証券評価差額金 335 326

　土地再評価差額金 ー 107

　為替換算調整勘定 210 432

　退職給付に係る調整額 ー 211

包括利益 4,519 5,680

売上高 営業利益 当期純利益

2010

63,862
73,982 75,557

92,698
85,648

2011 2012 2013 20142010

64,390
74,685 79,139

91,217
97,390

2011 2012 2013 2014

●建築工事15.0%

●その他工事 1.2%

●法面保護工事
19.1%

●地すべり対策工事
13.7%

●基礎・地盤改良工事
32.6%

●一般土木工事
10.0%
●管きょ工事
1.0%
●環境修復工事
4.2%

●補修・補強工事
3.2%

2014年度

97,390百万円
受注高合計

2010

1,182

2,255
2,947

6,581
7,078

2011 2012 2013 2014 2010

866

1,678
1,973

3,973

4,602

2011 2012 2013 2014

総資産 自己資本と自己資本比率 有利子負債と有利子負債依存度

2010

57,086 58,370
61,078

71,500
75,691

2011 2012 2013 2014 2010

29,627

51.9 53.3 54.5
50.1

55.0

31,137 33,291
35,803

41,631

自己資本（百万円）

2011 2012 2013 2014

自己資本比率（%）

2010

1,909

3.3

1.6 1.8

1.1

1,843

977

1,311

855

有利子負債（百万円）

2011 2012 2013 2014

有利子負債依存度（%）

3.2

ROE 配当性向と配当金 従業員数

2010

2.9

5.4

11.5 11.9

2011 2012 2013 2014

6.1

2010 2011 2012 2013 2014

48.6

21.4

13.3

16.025.1

配当性向（%） 配当金（円）

8 8

10

14

8

2010

1,081 1,057 1,016 1,038 1,054

2011 2012 2013 2014

機械投資額 研究開発費 減価償却費

2010

1,117

462

291

801

1,240

2011 2012 2013 2014 2010

228

177
198

117

263

2011 2012 2013 2014 2010

999
884 850

958

1,124

2011 2012 2013 2014

財務データ
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会社概要

社 名 ライト工業株式会社

本社所在地 東京都千代田区九段北四丁目2番35号

創 業 1943年（昭和18年）7月1日

代 表 者 代表取締役社長　鈴木 和夫

資 本 金 61億1,947万5,000円

株 式 市 場 東京証券取引所第1 部上場

従 業 員 数 865名（2015年3月31日現在）

建設業許可 国土交通大臣許可
第3660号

会社名 主な事業内容 設立 所在地

株式会社みちのくリアライズ 建設工事の設計・施工・管理・請負 2006年  3月 岩手県盛岡市津志田中央2-3-33

株式会社東北リアライズ 建設工事の設計・施工・管理・請負 2001年  4月 宮城県仙台市太白区大野田字竹松20-3

株式会社小野良組 土木建築請負業、建築設計及び管理 1957年12月 宮城県気仙沼市南町4-1-11

株式会社福島リアライズ 建設工事の設計・施工・管理・請負 2008年  4月 福島県郡山市安積町荒井字梅田前35-1
北辰ビル3階

株式会社新潟リアライズ 建設工事の設計・施工・管理・請負 2010年10月 新潟県長岡市千歳3-5-17千歳ビル101号

株式会社アウラ・シーイー

建設資機材販売/ 車両・事務用機器・
建設機械等のリース業/ 事務用機器・
設備等の販売/ 独身寮等厚生施設の
管理受託事業/ 建設工事の設計・施工・
管理・請負

1996年  4月 神奈川県横浜市中区伊勢佐木町2-66
満利屋ビル6階

株式会社東海リアライズ 建設工事の設計・施工・管理・請負/
建設資材の販売 1998年  8月 愛知県瀬戸市南菱野町507

サンヨー緑化産業株式会社 建設工事の設計・施工・管理・請負 2011年  2月 広島県広島市安佐南区伴北6-9775-1

株式会社山口リアライズ 建設工事の設計・施工・管理・請負 2009年12月 山口県山口市小郡下郷3051マイレス山口

株式会社九州リアライズ 建設工事の設計・施工・管理・請負 2001年  4月 福岡県福岡市博多区堅粕1-28-44

株式会社やさしい手らいと 訪問介護事業、居宅介護支援事業 2005年11月 神奈川県横浜市南区新川町5-28-17
オークⅢマンション2階

株式会社らいとケア 高齢者賃貸住宅の運営、訪問介護事業、
居宅介護支援事業 2009年10月 栃木県宇都宮市鶴田町231-20

株式会社エド・エンタープライズ 損害・生命保険代理店業 1994年  9月 東京都千代田区岩本町2-18-3
NBS岩本町ビル6階

RAITO, INC. 土木工事業 1997年  6月 23595 Cabot Blvd, Suite 106 Hayward,
CA 94545 USA

Raito Engineering & 
Construction Limited 土木工事業 2014年  1月

Room 2504, 25/F, Bonham Trade 
Centre,50 Bonham Strand, Sheung Wan, 
Hong Kong

グループ会社一覧

ライト工業株式会社 会社概要

登 録

建設コンサルタント業　建26第612号
地質調査業　質24第224号
測量業　第(10) - 7615号
計量証明事業　第620号
土壌汚染状況調査指定機関　環2003-1-125
一級建築士事務所　東京都知事登録
第55794号

営 業 種 目

法面保護工事
斜面安定・防災工事
地盤改良工事
杭・連続壁工事
管布設工事
環境対策工事
調査(汚染、地盤)
構造物補修・補強工事
建築工事



〒102-8236　東京都千代田区九段北四丁目2番35号
TEL.03-3265-2551（ダイヤルイン）　FAX.03-3265-0879

ホームページ　http://www.raito.co.jp

本レポートについてのお問い合わせ先
ライト工業株式会社　経営企画部
TEL. 03-3265-2555　

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。




